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2018年 7月 6日、米国は中国からの輸入品 818品目（340億ドル）に、25%の追加関税
措置を実施した。中国も米国からの輸入品 545品目（340億ドル）に対する 25%の報復関税
措置を実施した。8月 23 日、米中両国は第 2弾の関税措置を発動した。品目数は米国 284
品目に対し中国は 333 品目、金額はいずれも 160 億ドル規模で、25%の追加関税を賦課し
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た。さらに 9月 24日、米中両国は第 3弾の追加関税措置を発動した。追加関税率は 2018年
末までは 10%、2019年以降は 25%に設定され、引き上げ対象は、米国が 5,745品目で 2,000
億ドル規模、中国側は 5,207品目で 620億ドル規模となった。その後 12月に、G20首脳会
議が開催されたブエノスアイレスで米中首脳会談が行われたが、ここで貿易摩擦が議論され、





















































Shang-Jin Wei教授らが 2014年に American Economic Review（以下 AER）に発表した論文
（Koopman, Wang and Wei 2014）によって理論的にも実証的にも示された。同様の主張は
2011年のWTOとアジア経済研究所との共同研究レポート（WTO-IDE 2011）でも行われ
た。 
さらに企業レベルの検証として、日本の政策研究大学院大学の Yuqing Xing 教授らは
Apple社の iPhone に関する米中貿易を考察した。彼らの研究（Xing and Detert 2010）によ
れば、2009年において iPhone1台の総製造コスト 179ドルに対し、中国労働者の貢献分が

















Autor, Dorn and Hanson（2013）と Pierce and Schott（2016）があり、彼らは米国の製造業
の雇用減が中国からの輸入浸透と関係していることを実証した。しかし、Shang-Jin Wei教
授らは最近 NBER（National Bureau of Economic Research）に発表した論文（Wang, Wei, 














流にある非製造業が、利益を受けたが（例えば 2000 年から 2014 年まで年率で 1.39%の就
業者数増）、声としては小さい。 


















































への影響こそ重くみるべきであると Shang-Jin Wei教授は指摘する。 
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米中通商協議（2019年 1月 30日） 
 
1 例えば自国のGDPに占める財・サービス輸出の割合を貿易依存度の指標としてみると、
                                                        
 8 
 
                                                                                                                                                                  
2017年では中国と米国の指標はそれぞれ 19.8%と 12.1%になる。 
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成 30年 12月 1日 於：アルゼンチン・ブエノスアイレス）（2019.3.14 17:44）。 
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